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能登半島地震特例専用１．本マニュアルについて

• このマニュアルは、雇用関係助成金ポータル（https://www.esop.mhlw.go.jp/）を用いて雇用調整助成金の計画届の提出または

支給申請を行う際に、各画面に入力するべき項目や、添付するべき書類についてご説明するもので、能登半島地震に係る特例専用

のものです。

• 雇用関係助成金ポータルへのログインが完了し、各操作画面へ遷移した後から、申請を提出するまでの部分を解説しています。

• 初めて雇用関係助成金ポータルを利用する場合など、このマニュアルに記載のない雇用関係助成金ポータル共通の操作方法につい

ては、雇用関係助成金ポータルに掲載しているマニュアル等をご覧ください。

（https://www.esop.mhlw.go.jp/operation-manual）

• このマニュアルの内容は、特にことわりのない限り令和６年４月１日時点のものです。以下に記載のない申請画面を用いて申請す

る場合は、旧マニュアル（https://www.mhlw.go.jp/content/001236304.pdf）を参照してください。

• 雇用調整助成金の要件などの詳細については、雇用調整助成金ガイドブックをご確認ください。

雇用調整助成金ガイドブック（https://www.mhlw.go.jp/content/001195139.pdf）
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本マニュアルでご説明する範囲

※ GビズID取得から初回ログインアカウント作成は初回申請時のみ実施。支払方法・受取人住所届の登録は支給申請までに実施。詳細は雇用関係助成金ポータルのマニュアルを参照。

雇用調整助成金（休業）： 休業等実施計画届（令和６年４月以降の様式）、休業等実施計画変更届（令和６年４月版以降の様式）、支給申請
書（判定基礎期間初日が令和６年４月１日以降である場合の様式）

雇用調整助成金（出向）： 出向等実施計画届（令和５年４月以降の様式）、出向等実施計画変更届（令和５年４月以降の様式）、
支給申請書（令和５年４月以降の様式）
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２．計画届の提出（休業または教育訓練）



能登半島地震特例専用２．計画届の提出（休業または教育訓練）

「１．申請について」の各項目に、申請者区分や担当者等を入力します。

5

操作画面



能登半島地震特例専用

操作画面操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

初回の計画届提出時に設定する、１年間の期間です。この１年間
が雇用調整助成金の支給対象となります。同じ対象期間の中で、
計画届の提出が２回目以降の場合は、初回に設定したものを入力
します。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

対象期間初日と末日 前回の対象期間初日と末日

6

記載不要です。



能登半島地震特例専用

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

先に入力した対象期間の1年間の中で、休業または教育訓練の申請
を行う単位となる１か月間を判定基礎期間といいます。

判定基礎期間は、毎月の賃金締め切り日の翌日から、その次の締
め切り日までの期間です。

例：

20日締めの事業所が12月までの分の申請を行う場合、判定基
礎期間（初日）は11月21日、判定基礎期間（末日）は12月20
日となります。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

判定基礎期間

なお、先に入力した対象期間（事業主が指定した日（始期））が
賃金締め切り日の翌日と一致しないときは、対象期間（事業主が
指定した日（始期））から２つ目の判定基礎期間（末日）までの
１か月超の期間を初回の判定基礎期間として申請することができ
ます。

例：

20日締めの事業所が、12月１日から対象期間を開始する場合、
初回の判定基礎期間は12月１日から１月20日までとすること
ができます。

また、その場合、対象期間（事業主が指定した日（終期））が賃
金締め切り日と一致しないので、最後から2つ目の判定基礎期間
（初日）から対象期間（事業主が指定した日（終期））までの１
か月超の期間を最後の判定基礎期間として申請することができま
す。

例：

20日締めの事業所が、12月１日から対象期間を開始するため
対象期間が11月30日で終了する場合、最後の判定基礎期間は
10月21日から11月30日までとすることができます。 7



能登半島地震特例専用２．計画届の提出（休業または教育訓練）

先に入力した判定基礎期間の中で実施する措置にチェックをいれ
ます。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

計画種別と特例種別

（生産指標の項目は、後で入力します。（本マニュアルP14））

8

操作画面

プルダウンから「災害特例」を選択します。



能登半島地震特例専用

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

右側のリンクをクリックして、計画届の様式をダウンロードします。

ダウンロードした様式のうち、すでに画面に入力済みの項目など以外の
部分を記載します。記載が必要な箇所は右図のとおりです。

記載終了後、保存したファイルを「ファイルを選択する」からアップ
ロードします。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

計画届の添付

記載不要

休 業 や 教 育 訓 練 の 実 施 を 予 定 し て い る 実 人 員 や 実 日 数 を

記 載 し ま す （ 1 日 に 満 た な い 場 合 も 1 日 で カ ウ ン ト ） 。

休 業 や 教 育 訓 練 の 実 施 を 予 定 し て い る 日 を 記 載 し ま す 。

例 ： 1 2 月 １ 、 ２ 、 ３ 日

教 育 訓 練 を 行 う 場 合 、 事 業 所 内 か 事 業 所 外 か 、 内 容 、 場

所 を 記 載 し ま す 。

9

マイページで登録済みの事業所情報と一致する場合のみ記載不要
非該当施設単位の申請などにより、不一致の場合は記載する

記載不要



能登半島地震特例専用

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

右側のリンクをクリックして、計画一覧表の様式をダウンロード
します。

ダウンロードした様式のうち、計画時に必要な部分を記載します。
記載が必要な箇所は次ページのとおりです。

記載終了後、保存したファイルを「ファイルを選択する」から
アップロードします。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

計画一覧表の添付

（教育訓練を実施する場合のみ）

11名以上に対して教育訓練を実施するため、１つのファイルに全
員分を書き切れないときは、複数のファイルを１つのファイルに
圧縮してアップロードしてください。

教育訓練関係書類の添付

（教育訓練を実施する場合のみ）

実施する予定の教育訓練の内容などが分かる書類をアップロードします。
複数のファイルに分かれている場合は、複数のファイルを１つのファイ
ルに圧縮してアップロードしてください。

＜事業所内訓練の場合＞

• 教育訓練の計画内容（対象者、科目、講師、カリキュラム及び期間等）が確
認できる書類

• 生産ラインまたは就労の場における通常の生産活動と区別して行われること
を確認できる書類

• 必要な知識・技能を有する指導員または講師により行われることを確認でき
る「職務経歴書」などの書類

• 通常実施している教育訓練の内容がわかる就業規則などの書類

＜事業所外訓練の場合＞

• 実施主体、対象者、科目、講師、カリキュラム及び期間が確認できる書類

• 受講料の支払いを証明する書類（受講料が支払われる場合のみ）

• 通常実施している教育訓練の内容がわかる就業規則などの書類 10

操作画面



能登半島地震特例専用

教 育 訓 練 を 実 施 す る 者 の 氏 名

と 雇 用 保 険 被 保 険 者 番 号 を 記

載 し ま す 。

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

計画一覧表の記載方法 教 育 訓 練 の 実 施 予 定 日 数

を 記 載 し て く だ さ い 。

※ 短 時 間 訓 練 （ 2 時 間 以

上 所 定 労 働 時 間 未 満 の 訓

練 ） を 行 う 日 も 、 計 画 届

上 は １ 日 と し て 記 載 し ま

す の で 、 １ 日 分 と し て 計

上 し て く だ さ い 。

※ な お 、 支 給 申 請 時 に は

短 時 間 訓 練 分 は 短 時 間 訓

練 欄 に 記 載 す る こ と と な

り ま す の で 留 意 く だ さ い 。

記載不要記載不要後 に 添 付 す る 教 育 訓 練 協 定 書

の 労 働 者 代 表 と 同 じ に な り ま

す 。

1 1 名 以 上 の 場 合 は 複 数 フ ァ イ

ル 作 成 し 、 ○ 枚 中 ○ 枚 を 記 載

し ま す 。 2 枚 目 以 降 は 労 働 者

代 表 の 記 名 は 不 要 で す 。 11



能登半島地震特例専用

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

以下から、様式能特第１号（２）雇用調整実施事業所の事業活動
の状況に関する申出書をダウンロードします。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ro
udou/koyou/kyufukin/pageL07_20200515.html#%E7%89%
B9%E4%BE%8B

※ 画面右側のリンクの様式第１号（２）の様式は特例専用の様式
ではないため、使用しないでください。

ダウンロードした様式のうち、計画時に必要な部分を記載します。
記載が必要な箇所は次ページのとおりです。

記載終了後、保存したファイルを「ファイルを選択する」から
アップロードします。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

様式能特第１号（２）の添付

（初回の計画届の提出時のみ）

ダウンロードした様式に加えて、その記載内容がわかる「月次損
益計算書」などを１つのファイルに圧縮してアップロードしてく
ださい。

12



能登半島地震特例専用２．計画届の提出（休業または教育訓練）

様式能特第１号（２）の記載方法

は い 、 い い え を 選

択 し 、 事 業 活 動 縮

小 の 内 容 に つ い て

具 体 的 に 記 載 し ま

す 。

記載不要

売 上 高 に よ り が た い 場 合 は 生 産 高 等 を 括 弧 内 に 記 入 し て

生 産 実 績 表 、 出 荷 伝 票 等 の 添 付 書 類 を 併 せ て 提 出 し て く

だ さ い 。

添 付 書 類 の 例

建 設 業 … … 総 合 推 移 損 益 計 算 書 、 工 事 請 負 契 約 書 等

電 気 工 事 業 … … 工 事 請 負 契 約 書 等

製 造 業 … … 総 勘 定 元 帳 、 生 産 実 績 表 、 出 荷 伝 票 等

運 送 業 … … 出 荷 伝 票 等

サ ー ビ ス 業 … … 損 益 計 算 書 、 総 勘 定 元 帳 等

※  例 示 し た 書 類 以 外 に も 提 示 を 求 め る こ と が あ り ま す 。 13

Ａ 、 Ｂ 欄 は 、 １ か 月 （ 暦 月 ） の 値

例 ： 雇 用 調 整 開 始 の 日 … 令 和 ６ 年 ５ 月 １ 日

Ａ 欄 記 入 値 … 令 和 6 年 ３ 月 １ 日 ～ 令 和 ６ 年 ３ 月 3 1 日 の 値

Ｂ 欄 記 入 値 … 令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日 ～ 令 和 ５ 年 ３ 月 3 1 日 の 値

※ あ く ま で 今 般 の 特 例 は 能 登 地 震 に 伴 う 経 済 上 の 理 由 に よ り 事 業 活 動 の

縮 小 を 余 儀 な く さ れ て い る こ と が 要 件 で す の で 、 発 災 前 の 令 和 ５ 年 1 1 月

や 令 和 ５ 年 1 2 月 に 事 業 活 動 の 縮 小 が 生 じ て い て も 震 災 の 影 響 で は な い た

め 、 当 該 特 例 に お い て は 令 和 ５ 年 1 1 月 や 令 和 ５ 年 1 2 月 の 生 産 指 標 を 使

用 し て 前 年 同 月 と 比 べ る こ と は で き ま せ ん の で ご 留 意 く だ さ い 。

な お 、 雇 用 保 険 適 用 事 業 所 を 設 置 し て １ 年 未 満 で あ っ て 、 生 産 指 標 を １

年 前 の 同 じ 月 と 比 較 で き な い 場 合 は 、 令 和 ６ 年 能 登 半 島 地 震 前 の い ず れ

か の １ か 月 と 比 較 す る こ と が 可 能 で す 。

Ａ 、 Ｂ 欄 に 計 算 の 結 果 端 数 が 生 じ る 場 合 は 、 小 数 点 以 下 を 四 捨 五 入 し て

く だ さ い 。 Ｃ 欄 は 小 数 点 以 下 が 生 じ る 場 合 、 小 数 点 第 ３ 位 を 切 り 上 げ て

記 載 し て く だ さ い 。

※ 初 回 の 計 画 届 提 出 後 に 決 算 処 理 等 に よ り 生 産 量 等 の 数 値 に 変 更 が あ っ

た 場 合 に は 、 実 施 計 画 の 変 更 届 が 必 要 で す 。



能登半島地震特例専用

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

アップロードした様式能特第１号（２）のC欄の値を転記します。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

生産指標

（上部に戻ります）

14



能登半島地震特例専用

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

初回の計画届の提出時であっても、添付不用です。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

様式第１号（４）の添付

15



能登半島地震特例専用

操作画面

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

休業等協定書

次の書類を１つのファイルに圧縮してアップロードします。

中小企業に該当しているか否かの確認のための書類として、次の書類を１つのファイ
ルに圧縮してアップロードします。

• 事業内容を確認できる「会社案内パンフレット」など

• 常時雇用する労働者の人数を確認できる「労働者名簿」など

（初回の計画届の提出時と、前回提出したものが失効した場合のみ）

① 労働組合等との間で締結した協定書

• 休業を実施する場合は休業協定書、教育訓練を実施する場合は教育訓練協定書
（1つにまとめたものも可）

② 労働者代表の確認のための書類

• （労働組合がある場合）組合員数が分かる「組合員名簿」など

• （労働組合がない場合）「労働者代表選任書」（労働者代表及び労働者により署
名または記名されたもの）など

事業所の規模の確認書類

（初回の計画届の提出時のみ）

16

※ ①は、地震の影響により労働組合等との協定の締結が困難である場合は、労働組合
等との確約書等で代用可能です。

※ ②は、労働者の代表が休業実績等実績一覧表に署名又は記名することにより代替可
能です。



能登半島地震特例専用

操作画面

２．計画届の提出（休業または教育訓練）

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

所定労働日等の確認書類

所定の労働日、労働時間、休日、賃金制度の確認のための書類として、次の書類を１
つのファイルに圧縮してアップロードします。

• 「就業規則」「給与規定」「年間休日カレンダー」「シフト表」「労働契約
書」など

• 変形労働時間制、事業場みなし労働時間制または裁量労働制を取っている場
合は、労働組合等との協定書または監督署に届け出た際の申出書の写し

17

（初回の計画届の提出時のみ）

計画届の入力項目は以上です。申請先の労働局から、その他の書類の指定がある場合は、
「その他管轄労働局長が必要と認める書類」にアップロードし、下部の「申請する」から申
請を行ってください。

なお、審査の過程で、追加の書類提出を求めることがあります。



2021年4月1日

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）



能登半島地震特例専用３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

提出いただく様式から転記する項目があるため、あらかじめ申請様式を作成しておきます。

申請様式のタウンロード

厚生労働省HPや支給申請書の画面にあるリンクから、次の様式をダウンロードしておきます。

厚生労働省HP ではxlsx形式とPDF形式のものを公開していますが、自動計算ができるxlsx形式のものをお使いください。

19

• 様式第1号（３）・第５号（３）休業・教育訓練計画実績一覧表

• 様式能特第５号（１）雇用調整助成金（休業等）支給申請書と様式能特第５号（２）の２雇用調整助成金助成額算定書

※ 特例専用の様式です。なお、様式能特第５号（１）雇用調整助成金（休業等）支給申請書と様式能特第５号（２）の２雇用調整助成金助
成額算定書については、下記厚生労働省HPよりダウンロードいただくようお願い致します。

掲載先：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_20200515.html#%E7%89%B9%E4%BE%8B



能登半島地震特例専用３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

提出いただく様式から転記する項目があるため、あらかじめ申請様式を作成しておきます。

実績一覧表の作成

休 業 ま た は 教 育 訓 練 を 実 施

す る 者 の 氏 名 と 雇 用 保 険 被

保 険 者 番 号 を 記 載 し ま す 。

被 保 険 者 資 格 の 喪 失 又 は 解

雇 の 予 告 等 が あ っ た 場 合 は 、

そ の 事 実 と 年 月 日 を 記 載 し

ま す 。 ③ 欄 よ り 右 欄 は 、 そ

の 事 実 が 生 じ た 日 ま で の 分

の み 記 載 し ま す 。

全 日 休 業 欄 に は 、 所 定 労 働 時 間 分 の １ 日

休 業 を 実 施 し た 日 数 を 記 載 し 、

短 時 間 休 業 欄 は 、 個 人 ご と 及 び 日 ご と に

１ 時 間 以 上 所 定 労 働 時 間 未 満 の 休 業 時 間

の 合 計 を 記 載 し ま す （ 個 人 ご と 及 び 日 ご

と に 3 0 分 未 満 は 切 り 捨 て ） 。

教 育 訓 練 欄 に は 、 所 定 労 働 時 間 分 の 1 日

実 施 し た 日 数 を 記 載 し 、

短 時 間 訓 練 欄 は 、 個 人 ご と 及 び 日 ご と に

２ 時 間 以 上 所 定 労 働 時 間 未 満 実 施 し た 訓

練 時 間 の 合 計 を 記 載 し ま す （ 個 人 ご と 及

び 日 ご と に 3 0 分 未 満 は 切 り 捨 て ） 。

計 画 時 に 提 出 し た 休 業 協 定

書 ま た は 教 育 訓 練 協 定 書 の

労 働 者 代 表 と 同 じ に な り ま

す 。

1 1 名 以 上 の 場 合 は 複 数 フ ァ イ ル

作 成 し 、 ○ 枚 中 ○ 枚 を 記 載 し ま

す 。 2 枚 目 以 降 は 労 働 者 代 表 の

記 名 は 不 要 で す 。

記 載 し た 労 働 者 の 所 定 労 働 日 数 や 、

所 定 労 働 時 時 間 を 記 載 し ま す 。

判 定 基 礎 期 間 内 の 所 定 外 労 働 の 総 時

間 数 を 記 載 し ま す 。

労 働 者 ご と に 所 定 外 労 働 の 総 時 間 数

の 3 0 分 未 満 を そ れ ぞ れ 切 り 捨 て ま す 。

新 潟 県 、 富 山 県 、 石 川 県 及 び 福 井 県

の 区 域 内 に 事 業 所 が 所 在 す る 場 合 は

記 載 不 要 で す 。

⑤ ⑥ の 休 業 や 、 ⑦ ⑧ の 教 育 訓 練 の 実 施 に

対 し て 実 際 に 労 働 者 毎 に 支 払 っ た 休 業 手

当 等 の 額 を 記 載 し ま す 。

⑫欄～⑲欄の上段には、同じファイルの③ 欄～⑪欄の

数字の小計を、下段は、最後のファイルに全ファイル

の上段の数字の合計（小数点以下切り上げ）を記載し

ます。

労 働 者 代 表 等 の 適 格 性 を 確

認 し 、 チ ェ ッ ク ボ ッ ク ス に

チ ェ ッ ク を い れ ま す 。

休 業 や 教 育 訓 練 を 実 施 し た

者 の 人 数 を 記 載 し ま す 。

（ 複 数 フ ァ イ ル に わ た る と

き は 、 そ の 合 計 値 ）

20

【 教 育 訓 練 実 施 率 】 の （ a ） ～ （ k ） 欄 は

記 載 不 要 で す 。



能登半島地震特例専用３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

提出いただく様式から転記する項目があるため、あらかじめ申請様式を作成しておきます。

助成額算定書の作成

判定基礎期間中に実施した休業

等に対して支払った休業手当等

の額を、様式第５号（３）から

転記し、 休業と教育訓練に分け

て記載します。

【 新 潟 県 、 富 山 県 、 石 川 県 及 び 福 井 県

の 区 域 内 に 事 業 所 が 所 在 す る 場 合 】

大 企 業 の 場 合 は ２ ／ ３ 、 中 小 企 業 の 場

合 は ４ ／ ５ を 選 択 し ま す 。

【 上 記 以 外 の 区 域 に 事 業 所 が 所 在 す る

場 合 】

大 企 業 の 場 合 は １ ／ ２ 、 中 小 企 業 の 場

合 は ２ ／ ３ を 選 択 し ま す 。

記載不要
は い 、 い い え を 選 択 し ま す 。

全日休業、短時間休業、教育訓

練、短時間訓練それぞれの月間

延日数を記載します （様式第５

号（３）の各合計欄と一 致しま

す。）。

残業相殺分については様式第５号

(3)の㉓欄の数値を記載します。

新 潟 県 、 富 山 県 、 石 川 県 及

び 福 井 県 の 区 域 内 に 事 業 所

が 所 在 す る 場 合 は 記 載 不 要

で す 。

21



能登半島地震特例専用

記載不要

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

提出いただく様式から転記する項目があるため、あらかじめ申請様式を作成しておきます。

支給申請書の作成

対象労働者の所定労働日数の合

計を記載します

【 新 潟 県 、 富 山 県 、 石 川 県 及 び 福

井 県 の 区 域 内 に 事 業 所 が 所 在 す る

場 合 】

休業規模が1/30×100（中小企業の場合は

1/40×100）以上とならなければ、助成対象と

はなりません。

【上記以外の区域に事業所が所在する場合】

休業規模が1/15×100（中小企業の場合は

1/20×100）以上とならなければ、助成対象と

はなりません。

対象労働者とは、休業等又は出

向を実施する事業所の雇用保険

の被保険者であって、解雇を予

告された被保険者、退職を申し

出た被保険者、事業主による退

職勧奨に応じた被保険者被保険

者として雇用された期間が６ヶ

月未満である者及び日雇労働被

保険者等を除きます。

記載不要

記載不要
22

マイページで登録済みの事業所情報と一致する場合のみ記載不要
非該当施設単位の申請などにより、不一致の場合は記載する



能登半島地震特例専用３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

「過去の申請をコピーする」から、提出済みの計画届のうち今回支給申請を行いたい判定基礎期間分のものの「選択する」をクリック

して支給申請書を作成すると、すでに計画届で届け出た対象期間や判定基礎期間などの項目が最初から入力されている状態になります。

なお、提出済みの計画届の審査が完了することで、支給申請書の提出が可能となります。支給申請書の提出時に本画面にボタンがない

場合は、審査が完了していない可能性がありますので、労働局へ問い合わせをお願いいたします。

次ページ以降では、最初から入力されている状態になる項目以外の、その他の項目の入力方法について説明します。

申請したい内容に対応する計画届を選択

23



能登半島地震特例専用

操作画面 操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

助成率 休業手当の額など

先に作成した助成額算定書で選択したものと同一のものを選択し
ます。

【 新 潟 県 、 富 山 県 、 石 川 県 及 び 福 井 県 の 区 域 内 に 事
業 所 が 所 在 す る 場 合 】

大企業の場合は２／３、中小企業の場合は４／５です。

【 上 記 以 外 の 区 域 内 に 事 業 所 が 所 在 す る 場 合 】

大企業の場合は１／２、中小企業の場合は２／３です。
先に作成した助成額算定書から転記します。

24

A B

A

B



能登半島地震特例専用

操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

月間休業等延日数

それぞれ助成額算定書から転記します。

A B

A

25

B

A



能登半島地震特例専用

操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

月間休業等延日数

それぞれ助成額算定書から転記します。

A B

26

A

B



能登半島地震特例専用

操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

労働者数

それぞれ支給申請書などから転記します。

A

B

C

様 式 能 特 第 ５ 号 （１ ）よ り

様 式 第 ５ 号 （ ３ ）よ り

27

A

B

C



能登半島地震特例専用

操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

教育訓練実施率

入力不要です。

28



能登半島地震特例専用

操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

支給を受けようとする額

それぞれ支給申請書から転記します。

A B C

様 式 能 特 第 ５ 号 （１ ）よ り

29

A

B

C



能登半島地震特例専用

操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

様式の添付

作成した次のファイルをアップロードします。

• 様式能特第５号（１）と様式能特第５号（２）の２

作成した様式第５号（３）のファイルをアップロードします。

１１名以上対象者がいる場合でファイルが複数あるときは、１つ
のファイルに圧縮してアップロードします。

30

※ 右側リンクからダウンロードできる様式は特例用ではないため、利用で
きません。



能登半島地震特例専用３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

添付資料の添付

次の要件を満たす「賃金台帳」などの書類（判定基礎期間を含め前４か月分（賃
金や手当の支払い方法が協定に定める方法と相違ないと確認できる場合は１か月
分））を添付します。

• 休業日に支払われた休業手当又は教育訓練受講日に支払われた賃金と、通常の
労働日に支払われた賃金・手当等が明確に区分されて表示されていること

• 対象労働者の所定外労働等（所定外労働及び休日労働）の時間数が表示されて
いること

• 対象労働者の所定外労働等の時間数に係る賃金（時間外等割増賃）の額が表示
されていること

次の書類を添付します。

• 各対象労働者の労働日・休日及び休業・教育訓練の実績が、明確に区分され、
日ごと又は時間ごとに確認できる「出勤簿」「タイムカード」などの書類

• シフト制、交替制又は変形労働時間制をとっている場合は、加えて労働者ご
との具体的な労働日・休日や労働時間を当該労働者に対して示した「勤務カ
レンダー」「シフト表」などの書類

31

操作画面



能登半島地震特例専用

操作画面

３．支給申請書の提出（休業または教育訓練）

添付資料の添付

教育訓練を実施した場合のみ、受講者本人が回答した「受講者アンケート」や、
受講者本人が作成した「受講者レポート」などの書類を添付します。出勤簿で代
用することはできません。

申請先の労働局から、その他の書類の指定がある場合は、「その他管轄労働局長が必要と認
める書類」にアップロードし、「５．支給要件確認申立書について」をすべて入力した後、
下部の「申請する」から申請を行ってください。

なお、審査の過程で、追加の書類提出を求めることがあります。

32

（教育訓練を実施した場合のみ）

また、訓練を外部の機関が実施した場合は、様式第13号 雇用調整助成金支給申
請合意書も添付します。

様式：https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000498424.docx



2021年4月1日

４．計画届の提出（出向）



能登半島地震特例専用

操作画面

４．計画届の提出（出向）

初回の計画届提出時に設定する、１年間の期間の中で、初回の計
画届かどうかを回答する項目です。

出向開始日から起算した最初の６か月間を「第１支給対象期」
（第１期）、その次の６か月を「第２支給対象期」（第２期）と
いい、各支給対象期ごとに計画届の提出と支給申請を行います。

初回の計画届の場合は「第１期」を、２回目の場合は「第２期以
降」を選択してください。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

支給対象期

34



能登半島地震特例専用

操作画面操作画面

４．計画届の提出（出向）

初回の計画届提出時に設定する、１年間の期間です。この１年間
が雇用調整助成金の支給対象となります。同じ対象期間の中で、
計画届の提出が２回目以降の場合は、初回に設定したものを入力
します。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

対象期間初日と末日 前回の対象期間初日と末日

35

記載不要です。



能登半島地震特例専用

操作画面

４．計画届の提出（出向）

雇用調整助成金以外の助成金等の支給対象となる労働者や、他の
事業主に雇用されていた労働者を出向労働者として雇い入れてお
らず、その予定もない場合は「なし」と入力します。

該当がある場合は、その旨と時期を入力します。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

雇い入れの状況等

36



能登半島地震特例専用

出向の実施期間

操作画面

操作画面

４．計画届の提出（出向）

出向予定労働者（解雇を予定された被保険者及び日雇労働被保険
者等を除く。）の出向予定期間を入力します。

出向期間は、先に入力した対象期間内に開始されたものである必
要があります。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

特例種別

（生産指標の項目は、後で入力します。）

37

プルダウンから「災害特例」を選択します。



能登半島地震特例専用

操作画面

４．計画届の提出（出向）

右側のリンクをクリックして、計画届の様式をダウンロードします。

ダウンロードした様式のうち、すでに画面に入力済みの項目など以外の
部分を記載します。記載が必要な箇所は右図のとおりです。

記載終了後、保存したファイルを「ファイルを選択する」からアップ
ロードします。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

計画届の添付

記載不要

出 向 先 事 業 所 の 情 報 を 記 載 し ま す 。

出 向 予 定 労 働 者 の 氏 名 を 記 載 し ま す 。

（ ６ ） ～ （ ８ ） の 有 ・ 無 を 記 載 し ま す 。 （ ８ ） は 、 出 向

先 事 業 所 に 対 し て の 資 本 金 が 5 0 ％ 以 内 の 場 合 に は 無 を

○ で 囲 ん で く だ さ い 。

記載不要

38



能登半島地震特例専用

操作画面

４．計画届の提出（出向）

様式第１号能特（２）の様式を厚生労働省HPからダウンロードし、
計画時に必要な部分を記載します。記載が必要な箇所は次ページ
のとおりです。

記載終了後、保存したファイルを「ファイルを選択する」から
アップロードします。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

様式第２号（２）の添付

（第１期のみ）

ダウンロードした様式に加えて、その記載内容がわかる「月次損
益計算書」などを１つのファイルに圧縮してアップロードしてく
ださい。

39

※ 右側リンクの様式第２号（２）は特例専用の様式ではないため、
使用しないでください。

掲載先：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_r
oudou/koyou/kyufukin/pageL07_20200515.html#%E7%89
%B9%E4%BE%8B



能登半島地震特例専用４．計画届の提出（出向）

40

様式能特第１号（２）の記載方法

は い 、 い い え を 選

択 し 、 事 業 活 動 縮

小 の 内 容 に つ い て

具 体 的 に 記 載 し ま

す 。

記載不要

売 上 高 に よ り が た い 場 合 は 生 産 高 等 を 括 弧 内 に 記 入 し て

生 産 実 績 表 、 出 荷 伝 票 等 の 添 付 書 類 を 併 せ て 提 出 し て く

だ さ い 。

添 付 書 類 の 例

建 設 業 … … 総 合 推 移 損 益 計 算 書 、 工 事 請 負 契 約 書 等

電 気 工 事 業 … … 工 事 請 負 契 約 書 等

製 造 業 … … 総 勘 定 元 帳 、 生 産 実 績 表 、 出 荷 伝 票 等

運 送 業 … … 出 荷 伝 票 等

サ ー ビ ス 業 … … 損 益 計 算 書 、 総 勘 定 元 帳 等

※  例 示 し た 書 類 以 外 に も 提 示 を 求 め る こ と が あ り ま す 。

Ａ 、 Ｂ 欄 は 、 １ か 月 （ 暦 月 ） の 値

例 ： 雇 用 調 整 開 始 の 日 … 令 和 ６ 年 ５ 月 １ 日

Ａ 欄 記 入 値 … 令 和 6 年 ３ 月 １ 日 ～ 令 和 ６ 年 ３ 月 3 1 日 の 値

Ｂ 欄 記 入 値 … 令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日 ～ 令 和 ５ 年 ３ 月 3 1 日 の 値

※ あ く ま で 今 般 の 特 例 は 能 登 地 震 に 伴 う 経 済 上 の 理 由 に よ り 事 業 活 動 の

縮 小 を 余 儀 な く さ れ て い る こ と が 要 件 で す の で 、 発 災 前 の 令 和 ５ 年 1 1 月

や 令 和 ５ 年 1 2 月 に 事 業 活 動 の 縮 小 が 生 じ て い て も 震 災 の 影 響 で は な い た

め 、 当 該 特 例 に お い て は 令 和 ５ 年 1 1 月 や 令 和 ５ 年 1 2 月 の 生 産 指 標 を 使

用 し て 前 年 同 月 と 比 べ る こ と は で き ま せ ん の で ご 留 意 く だ さ い 。

な お 、 雇 用 保 険 適 用 事 業 所 を 設 置 し て １ 年 未 満 で あ っ て 、 生 産 指 標 を １

年 前 の 同 じ 月 と 比 較 で き な い 場 合 は 、 令 和 ６ 年 能 登 半 島 地 震 前 の い ず れ

か の １ か 月 と 比 較 す る こ と が 可 能 で す 。

Ａ 、 Ｂ 欄 に 計 算 の 結 果 端 数 が 生 じ る 場 合 は 、 小 数 点 以 下 を 四 捨 五 入 し て

く だ さ い 。 Ｃ 欄 は 小 数 点 以 下 が 生 じ る 場 合 、 小 数 点 第 ３ 位 を 切 り 上 げ て

記 載 し て く だ さ い 。

※ 初 回 の 計 画 届 提 出 後 に 決 算 処 理 等 に よ り 生 産 量 等 の 数 値 に 変 更 が あ っ

た 場 合 に は 、 実 施 計 画 の 変 更 届 が 必 要 で す 。



能登半島地震特例専用

操作画面

４．計画届の提出（出向）

アップロードした様式能特第１号（２）のC欄の値を転記します。

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

生産指標

（上部に戻ります）

41



能登半島地震特例専用４．計画届の提出（出向）

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

様式第２号（３）の添付

第1期であっても、添付不用です。

42

操作画面



能登半島地震特例専用

操作画面

４．計画届の提出（出向）

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

出向協定書

次の書類を１つのファイルに圧縮してアップロードします。

次の書類を１つのファイルに圧縮してアップロードします。

• 事業内容を確認できる「会社案内パンフレット」など

• 常時雇用する労働者の人数を確認できる「労働者名簿」など

• 所定の労働日、労働時間、休日、賃金制度の確認のための「就業規則」「給
与規定」「年間休日カレンダー」「シフト表」「労働契約書」など

• 変形労働時間制、事業場みなし労働時間制または裁量労働制を取っている場
合は、労働組合等との協定書または監督署に届け出た際の申出書の写し

（第１期と、前回提出したものが失効した場合のみ）

事業所の規模の確認書類

（第１期のみ）

43

操作画面

※ ①は、地震の影響により労働組合等との協定の締結が困難である場合は、
出向協定書を労働組合等との確約書等で代用することも可能です。

① 労働組合等との間で締結した協定書

• 出向協定書

② 労働者代表の確認のための書類

• （労働組合がある場合）組合員数が分かる「組合員名簿」など

• （労働組合がない場合）「労働者代表選任書」（労働者代表及び労働者により署
名または記名されたもの）など



能登半島地震特例専用

操作画面

４．計画届の提出（出向）

「２．申請内容について」の各項目に入力していきます。

出向契約書

次の書類をアップロードします。

• 出向の実施について出向先事業主との間で締結した出向契約書

• 出向労働者が出向に同意していることの確認のための書類（本人署名の同意
書）

• 出向先事業所の確認のための書類

出向先事業主の概況や、出向元事業主のとの間で資本的・経済的・組織的に
独立していることが確認できる、出向先事業主の「会社案内パンフレット」
「定款」「株主名簿」などの書類

（第１期のみ）

出向契約書には、次の事項が盛り込まれている必要があります。

• 出向元事業所及び出向先事業所の名称及び所在地

• 出向労働者ごとの出向実施時期・期間

• 出向中の処遇（出向の形態と雇用関係、出向期間中の賃金、出向期間中のそ
の他の労働条件、出向期間中の雇用保険の適用）

• 出向元事業主及び出向先事業主の間の賃金の負担・補助

44

計画届の入力項目は以上です。申請先の労働局から、その他の書類の指定がある場合は、
「その他管轄労働局長が必要と認める書類」にアップロードし、下部の「申請する」から申
請を行ってください。

なお、審査の過程で、追加の書類提出を求めることがあります。



2021年4月1日

５．支給申請書の提出（出向）



能登半島地震特例専用５．支給申請書の提出（出向）

提出いただく様式から転記する項目があるため、あらかじめ申請様式を作成しておきます。

申請様式のタウンロード

厚生労働省HPや支給申請書の画面にあるリンクから、次の様式をダウンロードしておきます。

出向元事業主と出向先事業主の間の賃金の負担関係により、必要な様式が異なります（詳細は次ページ参照）。

① 様式第６号（２）－１出向先事業所別調書

※①は、出向元事業所からの賃金補助がある場合。

② 様式第６号（２）－２出向先事業所別調書

※②は、出向元事業所からの賃金支給がある場合。

③ 様式第６号（４）－１出向元事業所支給対象賃金補填額調書

※③は、出向元事業所からの賃金補助がある場合。

④ 様式第６号（４）－２出向元事業所支給対象賃金負担額調書

※④は、出向元事業所からの賃金支給がある場合。

厚生労働省HPの掲載先

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080400.html
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能登半島地震特例専用５．支給申請書の提出（出向）

提出いただく様式から転記する項目があるため、あらかじめ申請様式を作成しておきます。

申請様式の組み合わせ

出向元事業主が出向先事業主に対して賃金の一部を補助する

a. 出向先事業主が出向労働者に対して賃金を支払う【A型】

①様式第６号（２）－１と③様式第６号（４）－１

b. 出向元事業主と出向先事業主の両方が出向労働者に対して賃金を支払う【B型】

①～④すべて

出向元事業主が出向労働者に対して賃金を支払う

c. 出向元事業主が出向先事業主から賃金の一部の補助を受ける【Ｃ型】

②様式第６号（２）－２と④様式第６号（４）－２

d. 出向元事業主と出向先事業主の両方が出向労働者に対して賃金を支払う（出向元事業主と出向先事業主間の賃金の補助はな

い）【Ｄ型】

②様式第６号（２）－２と④様式第６号（４）－２
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能登半島地震特例専用５．支給申請書の提出（出向）

「過去の申請をコピーする」から、提出済みの計画届のうち今回支給申請を行いたい判定基礎期間分のものの「選択する」をクリック

して支給申請書を作成すると、すでに計画届で届け出た対象期間などの項目が最初から入力されている状態になります。

なお、提出済みの計画届の審査が完了することで、支給申請書の提出が可能となります。支給申請書の提出時に本画面にボタンがない

場合は、審査が完了していない可能性がありますので、労働局へ問い合わせをお願いいたします。

次ページ以降では、最初から入力されている状態になる項目以外の、その他の項目の入力方法について説明します。

申請したい内容に対応する計画届を選択
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能登半島地震特例専用

操作画面

５．支給申請書の提出（出向）

支給対象期

出向開始日から６か月ごとした期間が支給対象期となり、申請す
る支給対象期の初日と末日を記載します。

支給対象期の途中で出向期間が終了する場合は、支給対象期（末
日）はその出向終了日となります。

また、出向期間が６か月を超えて７か月以下のときは、最初の６
か月と、その後の1か月程度の期間を通算して、１つの支給対象期
とすることができます。
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能登半島地震特例専用

操作画面

５．支給申請書の提出（出向）

人数、賃金負担額等

様式第６号（４）－１または様式第６号（４）－２の②の合計欄
から転記します。

様式第６号（４）－１または様式第６号（４）－２の⑬の合計欄
から転記します。
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能登半島地震特例専用

操作画面

５．支給申請書の提出（出向）

助成率等

【新潟県、富山県、石川県及び福井県の区域内に事業所が所在する場合】

大企業の場合は２／３、中小企業の場合はその他を選択します。

※中小企業は４／５です

【上記以外の区域に事業所が所在する場合】

大企業の場合は１／２、中小企業の場合は２／３を選択します。

先に入力した「当該対象期間の助成金支給対象賃金補填（負担）
額」×選択した「助成率」の額（１円未満切り捨て）を入力しま
す。

雇用調整助成金以外の助成金等の支給対象となる労働者や、他の
事業主に雇用されていた労働者を出向労働者として雇い入れてお
らず、その予定もない場合は「なし」と入力します。

該当がある場合は、その旨と時期を入力します。

プルダウンから「災害特例」を選択します。
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能登半島地震特例専用５．支給申請書の提出（出向）

出向の実績に関する書類等

a. 出向労働者の出向元事業所及び出向先事業所の「労働者名簿」「出勤簿」「タイム
カード」「出向労働者台帳」などの書類

b. 雇用保険被保険者資格が確認できる書類

i. 雇用保険の被保険者資格が出向先事業所に移る形態の出向の場合、出向先事業所
の「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」

ii. 雇用保険の被保険者資格が出向元事業所に残る形態の出向の場合、出向先事業所
の「労働者名簿」「出勤簿」「賃金台帳」などの書類

c. 出向元事業主が出向労働者の賃金の一部を負担していることが確認できる書類

i. 出向労働者の賃金を出向元事業主が支払っている場合（Ｂ型・Ｃ型・Ｄ型）

出向元事業所の「賃金台帳」などの書類

ii. 出向労働者の賃金を出向先事業主が支払っている場合（Ａ型・Ｂ型・Ｄ型）

出向先事業所の「賃金台帳」などの書類

iii. 出向労働者の賃金について出向元事業主と出向先事業主の間で補助している場合（Ａ型・Ｂ型・Ｃ型）

「賃金補助額を証明する書類」（その額が証明されるものであれば書類の種類・名称・様式は問わない。出向元事業主・出向先事業主のいずれが作成した
ものでもよい。ただし月ごとの額が確認できるもの）

d. 出向中の賃金額が出向前の賃金額に相当することを確認できる書類

i. 各出向労働者に係る、出向開始日前１週間の総所定労働時間数・総所定労働日数を確認できる出向元事業所又は出向先事業所の「就業規則」などの書類

ii. 各出向労働者に係る、出向開始日前日現在の労働日に通常支払われる１時間あたりの賃金額を確認できる（所定労働日・所定労働時間に対して支払われた
基本賃金と、所定外労働等に対する賃金や諸手当が明確に区分されている）、出向元事業所又は出向先事業所の「賃金台帳」などの書類

iii. 各出向労働者に係る、出向末日以前１週間の総所定労働時間数・総所定労働日数を確認できる出向先事業所又は出向先事業所の「就業規則」などの書類

iv. 各出向労働者に係る、支給対象期末日現在の労働日に通常支払われる１時間あたりの賃金額を確認できる（所定労働日・所定労働時間に対して支払われた
基本賃金と、所定外労働等に対する賃金や諸手当が明確に区分されている）、出向元事業所又は出向先事業所の「賃金台帳」などの書類

次の書類a～dの書類を１つのファイルに圧縮してアップロードします。
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操作画面



能登半島地震特例専用５．支給申請書の提出（出向）

その他様式

作成した次のいずれかのファイルをアップロードします。

• 様式第６号（４）－１

• 様式第６号（４）－２

作成した次のいずれかのファイルをアップロードします。

• 様式第６号（２）－１

• 様式第６号（２）－２

様式第６号（３）をリンクからダウンロードし、記入したものを
アップロードします。

申請先の労働局から、その他の書類の指定がある場合は、「その他管轄労働局長が必要と認める書類」にアップロードし、
「５．支給要件確認申立書について」をすべて入力した後、下部の「申請する」から申請を行ってください。

なお、審査の過程で、追加の書類提出を求めることがあります。 53

操作画面


